
新旧対照表（広島市屋外広告物条例施行規則） 

 

現  行 改  正 

 

第１条 （略） 

 

（許可の申請） 

第２条 条例第３条の規定による許可，条例第９条第３項

の規定による更新の許可又は条例第１０条第１項の規定

による変更等の許可を受けようとする者は，所定の申請

書に次に掲げる図書を添えて市長に提出しなければなら

ない。ただし，市長が認めたときは，添付図書の一部を

省略することができる。 

⑴ 屋外広告物（以下「広告物」という。）の表示又は

広告物を掲出する物件               

の設置の位置及びその付近を表示した図面 

⑵ 広告物又は広告物を掲出する物件（以下「広告物等」

という。）の形状，寸法，材料及び構造に関する仕様

書及び図面 

⑶ 広告物等の意匠，色彩及び表示の方法に関する図書

並びに広告物等が照明又は音響を伴うときはその大要

に関する図書 

⑷ 他の法令により官公署の許可，承認，確認等を必要

とするものは，その許可書，承認書，確認書等又はそ

れらの写し 

⑸ 広告物等の表示又は設置の場所が他人の所有又は管

理に属するときは，その承諾書又はその写し 

⑹ 広告物等が条例第２０条第１項の規定により管理者

を置かなければならない広告物等（当該広告物等の表

示又は設置の日から起算して５年を経過したものに限

る。）であるときは，当該管理者が作成した所定の点

検報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条 （現行に同じ。） 

 

（許可の申請） 

第２条 条例第３条の規定による許可，条例第９条第３項

の規定による更新の許可又は条例第１０条第１項の規定

による変更等の許可を受けようとする者は，所定の申請

書に次に掲げる図書を添えて市長に提出しなければなら

ない。ただし，市長が認めたときは，添付図書の一部を

省略することができる。 

⑴ 屋外広告物（以下「広告物」という。）の表示又は

広告物を掲出する物件（以下「掲出物件」という。）

の設置の位置及びその付近を表示した図面 

⑵ 広告物又は掲出物件      （以下「広告物等」

という。）の形状，寸法，材料及び構造に関する仕様

書及び図面                     

⑶ 広告物等の意匠，色彩及び表示の方法に関する図書

並びに広告物等が照明又は音響を伴うときはその大要

に関する図書 

⑷ （現行に同じ。） 

 

 

⑸ （現行に同じ。） 

 

⑹ （現行に同じ。） 

 

 

 

 

２ 景観計画（広島市景観条例（平成１８年広島市条例第

３９号）第６条第１項の景観計画をいう。以下同じ。）

の区域内における広告物等に係る前項の規定の適用につ

いては，同項第１号中「図面」とあるのは「図面（別表

第３に規定する壁面利用広告物の表示面積の総量につい

ての基準に係るものにあつては，広告物等を表示し，又

は設置する建築物又は工作物の壁面の面積その他市長が

必要と認める事項を表示するものとする。）」と，同項

第３号中「方法に関する図書」とあるのは「方法に関す

る図書（別表第３に規定する広告物の地色の彩度につい



現  行 改  正 

 

 

 

 

 

第３条 （略） 

 

（軽微な変更等） 

第４条 条例第１０条第１項に規定する規則で定める軽微

な変更又は改造は，次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 既設の広告物等の表示内容，意匠若しくは色彩又は

特に付された条件に変更を加えない程度の修繕，補強

又は塗替え 

⑵ 劇場，映画館等の常設興行場が広告物を掲出する物

件の位置及び形状を変更することなく行う，興行内容

を表示する広告物の短期かつ定期的な変更 

⑶ 掲示板にその位置及び形状を変更することなく表示

される新聞，ポスター等の広告物の短期かつ定期的な

変更 

  

（許可の基準） 

第５条 条例第１１条第１項の規定による許可の基準は，

別表第２に定めるとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ての基準に係るものにあつては，広告物の地色（同表の

備考の１の⑵に規定する地色をいう。）のマンセル値（同

表の備考の１の⑶に規定するマンセル値をいう。）を表

示するものとする。）」とする。 

 

第３条 （現行に同じ。） 

 

（軽微な変更等） 

第４条 条例第１０条第１項に規定する規則で定める軽微

な変更又は改造は，次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ （現行に同じ。） 

 

 

⑵ 劇場，映画館等の常設興行場が掲出物件      

 の位置及び形状を変更することなく行う，興行内容

を表示する広告物の短期かつ定期的な変更 

⑶ （現行に同じ。） 

 

 

 

（許可の基準） 

第５条 条例第１１条第１項の（削る。）許可の基準は，

別表第２に定めるとおりとする。 

２ 条例第１１条第２項に規定する景観計画の区域内にお

ける広告物の表示又は掲出物件の設置に係る同条第１項

の許可の基準は，前項に定めるもののほか，別表第３に

定めるとおりとする。 

 

 （届出に係る準用等） 

第６条 第２条第１項（第１号から第３号までに限る。）

及び第２項の規定は，条例第１２条第６項本文の規定に

よる届出について準用する。 

２ 条例第１２条第６項ただし書の規則で定める場合は，

次に掲げる広告物を表示し，又はこれを掲出する物件を

設置しようとする場合とする。 

 ⑴ 表示面積（別表第１の備考に規定する表示面積をい

う。次条第１項及び第１７条第１項において同じ。）

が２平方メートル以下の広告物 

 ⑵ 第４条に規定する軽微な変更又は改造に係る広告物 

 ⑶ 車両，船舶又は航空機への表示に係る広告物 

 ⑷ 条例第６条第１項第１号，第３号及び第４号，第３



現  行 改  正 

 

 

 

（管理者を設置すべき広告物等及び管理者の資格） 

第６条 条例第２０条第１項の規則で定めるものは，次に

掲げるものとする。ただし，当該広告物等（第３号に掲

げるものを除く。）自体の高さが４メートルを超えるも

の又は表示面積（別表第１の備考に規定する表示面積を

いう。第１６条第１項において同じ。）が１０平方メー

トルを超えるものに限る。 

⑴～⑶ （略） 

２ （略） 

 

第７条～第１６条 （略） 

  

（屋外広告業者監督処分簿） 

第１７条 （略） 

２ （略） 

３ 第１１条の規定は，屋外広告業者監督処分簿の閲覧に

ついて準用する 

 

第１８条 （略） 

 

別表第１（第３条関係） （略）  

 

別表第２（第５条関係） 

許可の基準 

１ （略） 

２ 建築物の屋上に設置する広告塔又は平看板 

⑴ 地表から広告塔又は平看板の上端までの高さが４

６メートル以下（市長が特にやむを得ないと認める

場合は，５１メートル以下            

                       

                       

                ）で，かつ，当

該広告塔又は平看板自体の高さが当該建築物の高さ

と同等以下であること。 

⑵ 建築物の壁面から外側にはみ出さないものである

こと。 

３～１４ （略） 

備考 （略） 

項並びに第５項第２号に掲げる広告物 

 ⑸ その他市長が適当と認めて指定する広告物 

 

（管理者を設置すべき広告物等及び管理者の資格） 

第７条 条例第２０条第１項の規則で定めるものは，次に

掲げるものとする。ただし，当該広告物等（第３号に掲

げるものを除く。）自体の高さが４メートルを超えるも

の又は表示面積（削る。）              

                  が１０平方メー

トルを超えるものに限る。 

⑴～⑶ （現行に同じ。） 

２ （現行に同じ。） 

 

第８条～第１７条 （現行に同じ。）  

 

（屋外広告業者監督処分簿） 

第１８条 （現行に同じ。） 

２ （現行に同じ。） 

３ 第１２条の規定は，屋外広告業者監督処分簿の閲覧に

ついて準用する 

 

第１９条 （現行に同じ。） 

 

別表第１（第３条関係） （現行に同じ。）  

 

別表第２（第５条関係） 

許可の基準 

１ （現行に同じ。） 

２ 建築物の屋上に設置する広告塔又は平看板 

⑴ 地表から広告塔又は平看板の上端までの高さが４

６メートル以下（市長が特にやむを得ないと認める

場合にあつては５１メートル以下とし，別表第３に

規定する広告物等の表示又は設置に係る高さについ

ての基準が適用される広告塔又は平看板にあつては

当該基準で定める高さ以下とする。）で，かつ，当

該広告塔又は平看板自体の高さが当該建築物の高さ

と同等以下であること。 

⑵ （現行に同じ。） 

 

３～１４ （現行に同じ。） 

備考 （現行に同じ。） 



現  行 改  正 

 

別表第３（第５条関係） 

景観計画の区域内における許可の基準 

１ 原爆ドーム及び平和記念公園周辺地区（Ａ地区，Ｂ

地区及びＣ地区に限る。） 

⑴ 壁面利用広告物の表示面積の総量 

１壁面等における壁面利用広告物の表示面積の総

量が，当該壁面利用広告物を表示し，又は設置する

壁面（⑶の本文に規定する基準の範囲内の部分に限

る。）の面積の５分の１以下であり，かつ，３０平

方メートル以下であること。ただし，当該面積の５

分の１が１０平方メートルに満たない場合は，この

限りでない。 

⑵ 広告物の地色の彩度 

広告物（⑶のただし書の規定に適合するものを除

く。）の地色のマンセル値が，０Ｒから５Ｙまでの

色相にあつては彩度８以下，その他の色相にあつて

は彩度６以下であること。ただし，表示面積が２平

方メートル以下の広告物（⑶のただし書の規定に適

合するものを除く。）及び車両，船舶又は航空機に

表示する広告物については，この限りでない。 

⑶ 広告物等の表示又は設置に係る高さ 

地表から広告物等（建築物又は工作物（塀，柵，工

事現場の仮囲いその他これらに類する工作物に限

る。以下この⑶，２の⑶及び３の⑶において同じ。）

の壁面等を利用して表示し，又は設置するものに限

る。）の上端までの高さが１０メートル以下である

こと。ただし，建築物又は工作物の壁面に表示する

広告物であつて，次に掲げる要件を満たすものにつ

いては，この限りでない。 

ア ビル名称等又は駐車場を表す案内用記号である

こと。 

イ 直塗りし，又は付加して文字又は記号を表示す

るものであること。 

ウ 文字又は記号の大きさが縦１．２メートル以下

（商標及び駐車場を表す案内用記号にあつては，縦

横それぞれ２．４メートル以下）であること。 

エ 文字又は記号に使用する色のマンセル値が彩度

２以下であること。 

オ 個数は，１壁面につき１個であること。 

カ 光源を利用しないものであること。 



現  行 改  正 

⑷ 広告物等の内容 

自家用広告物又は管理用広告物であること。ただ

し，表示面積が１平方メートル以下の広告物等及び

車両，船舶又は航空機に表示し，又は設置する広告

物等については，この限りでない。 

２ 原爆ドーム及び平和記念公園周辺地区（Ｄ地区に限

る。），平和大通り沿道地区，縮景園周辺地区，不動

院周辺地区，広島東照宮・國前寺周辺地区，広島城・

中央公園地区及び広島駅新幹線口地区（二葉の里歴史

の散歩道に面する部分に限る。） 

⑴ 壁面利用広告物の表示面積の総量 

１壁面等における壁面利用広告物の表示面積の総

量が，当該壁面利用広告物を表示し，又は設置する

壁面（⑶の本文に規定する基準の範囲内の部分に限

る。）の面積の５分の１以下であり，かつ，３０平

方メートル以下（不動院周辺地区にあつては，２０

平方メートル以下）であること。ただし，当該面積

の５分の１が１０平方メートルに満たない場合は，

この限りでない。 

⑵ 広告物の地色の彩度 

広告物（⑶のただし書の規定に適合するものを除

く。）の地色のマンセル値が，０Ｒから５Ｙまでの

色相にあつては彩度８以下，その他の色相にあつて

は彩度６以下であること。ただし，表示面積が２平

方メートル以下（平和大通り沿道地区にあつては，

５平方メートル以下）の広告物（⑶のただし書の規

定に適合するものを除く。）及び車両，船舶又は航

空機に表示する広告物については，この限りでない。

⑶ 広告物等の表示又は設置に係る高さ 

地表から広告物等（建築物又は工作物の壁面等を利

用して表示し，又は設置するものに限る。）の上端

までの高さが１０メートル以下（不動院周辺地区に

あつては，７メートル以下）であること。ただし，

建築物又は工作物の壁面に表示する広告物であつ

て，次に掲げる要件を満たすものについては，この

限りでない。 

ア ビル名称等又は駐車場を表す案内用記号である

こと。 

イ 直塗りし，又は付加して文字又は記号を表示す

るものであること。 

ウ 文字又は記号の大きさが縦１．２メートル以下



現  行 改  正 

（商標及び駐車場を表す案内用記号にあつては，縦

横それぞれ２．４メートル以下）であること。 

エ 文字又は記号に使用する色のマンセル値が，０

Ｒから５Ｙまでの色相にあつては彩度８以下，その

他の色相にあつては彩度６以下であること。 

オ 個数は，１壁面につき１個であること。 

カ 光源を利用するものにあつては，光源が文字又

は記号の部分の内部若しくは裏面又は背後の壁面

に取り付けられていること。 

⑷ 広告物等の内容 

自家用広告物又は管理用広告物であること。ただ

し，表示面積が１平方メートル以下の広告物等及び

車両，船舶又は航空機に表示し，又は設置する広告

物等については，この限りでない。 

３ 原爆ドーム及び平和記念公園周辺地区（Ｅ地区に限

る。），リバーフロント・シーフロント地区，西風新

都地区，広島駅新幹線口地区（二葉の里歴史の散歩道

に面する部分を除く。），広島駅南口地区，広島市民

球場周辺地区，都心幹線道路沿道地区及び宇品みなと

地区 

⑴ 壁面利用広告物の表示面積の総量 

壁面利用広告物の表示面積が１個につき１００平

方メートル以下（リバーフロント・シーフロント地

区にあつては，６０平方メートル以下）であり，か

つ，１壁面等における壁面利用広告物の表示面積の

総量が，次に掲げる場合の区分に応じ，それぞれ次

に定める面積以下であること。 

ア 当該壁面利用広告物を表示し，又は設置する壁

面（⑶の本文に規定する基準の範囲内の部分に限

る。イにおいて同じ。）の面積が３００平方メート

ル以下（リバーフロント・シーフロント地区にあつ

ては，１８０平方メートル以下）の場合 当該面積

の３分の１。ただし，当該面積の３分の１が１０平

方メートルに満たない場合は，この限りでない。 

イ 当該壁面利用広告物を表示し，又は設置する壁

面の面積が３００平方メートル（リバーフロント・

シーフロント地区にあつては，１８０平方メート

ル）を超える場合 ３００平方メートル（リバーフ

ロント・シーフロント地区にあつては，１８０平方

メートル）を当該面積から減じた面積の５分の１の

面積に１００平方メートル（リバーフロント・シー



現  行 改  正 

フロント地区にあつては，６０平方メートル）を加

えた面積 

⑵ 広告物の地色の彩度 

広告物（⑶のただし書の規定に適合するものを除

く。）の地色のマンセル値が，彩度１０以下である

こと。ただし，表示面積が１０平方メートル以下の

広告物（⑶のただし書の規定に適合するものを除

く。）及び車両，船舶又は航空機に表示する広告物

については，この限りでない。 

⑶ 広告物等の表示又は設置に係る高さ 

地表から広告物等（建築物又は工作物の壁面等を利

用して表示し，又は設置するものに限る。）の上端

までの高さが２０メートル以下であること。ただし，

建築物又は工作物の壁面に表示し，又は設置する広

告物等であつて，次に掲げる要件を満たすものにつ

いては，この限りでない。 

ア 自家用広告物で，表示面積が２０平方メートル

以下のものであること。 

イ 広告物の地色のマンセル値が，０Ｒから５Ｙま

での色相にあつては彩度８以下，その他の色相にあ

つては彩度６以下であること。 

４ 一般区域 

１壁面等における壁面利用広告物の表示面積の総量

が，当該壁面利用広告物を表示し，又は設置する壁面

の面積の３分の１以下であること。ただし，当該面積

の３分の１が１０平方メートルに満たない場合は，こ

の限りでない。 

備考 

１ この表において，次に掲げる用語の意義は，それ

ぞれ次に定めるところによる。 

⑴ 壁面利用広告物 建築物の壁面等を利用して

表示し，又は設置する広告物等（屋上に設置する

広告塔及び平看板を含み，突出し看板及び気球広

告並びに表示面積が１平方メートル以下の広告

物等及び条例第６条第４項第３号に規定する広

告物等を除く。）及び塀，柵，工事現場の仮囲い

その他これらに類する工作物の壁面等に表示し，

又は設置する広告物等（表示面積が１平方メート

ル以下の広告物等及び条例第６条第４項第３号

に規定する広告物等を除く。）をいう。 

⑵ 地色 広告物の表示面積の３分の１以上の部
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分において使用する色をいう。 

⑶ マンセル値 日本工業規格Ｚ８７２１に定め

る色の三属性（色相，明度及び彩度をいう。）の

値をいう。 

⑷ ビル名称等 自己の氏名，名称，店名又は商標

を自己の住所，事業所，営業所又は作業場の壁面

に表示するものをいう。 

⑸ 駐車場を表す案内用記号 日本工業規格Ｚ８

２１０に定める案内用図記号のうち，車両が駐車

してもよい施設及び場所を表示する記号その他

これに類する記号を自己の住所，事業所，営業所

又は作業場の壁面に表示するものをいう。 

⑹ 自家用広告物 自己の氏名，名称，店名若しく

は商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表

示するため，自己の住所，事業所，営業所若しく

は作業場又は車両，船舶若しくは航空機に表示

し，又は設置する広告物等をいう。 

⑺ 管理用広告物 自己の管理する土地又は物件

に管理上の必要に基づき表示し，又は設置する広

告物等で，自家用広告物以外のものをいう。 

⑻ 一般区域 景観計画区域（広島市景観条例第６

条第２項の景観計画区域をいう。）のうち景観計

画重点地区（同項の景観計画重点地区をいう。）

以外の区域をいう。 

２ 表示面積については，別表第１の備考を準用する。

 

   附則 

 この規則は、平成２７年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 


